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序     文 
 

コモロ連合では、2011年3月より3.5年間の計画で同国アンジュアン島に位置する国立水産学校を

対象とした「国立水産学校能力強化プロジェクト」を実施中です。プロジェクトの中間地点に当

たる2012年10月に、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、JICA国際協力専門員 杉山 俊士 を団

長とする中間レビュー調査団3名を現地に派遣しました。同調査団はコモロ連合関係機関との協議

及び現地視察等を通じて、プロジェクト成果の達成状況を確認し、レビュー結果を報告書として

まとめ、結果をミニッツに署名いたしました。 

本報告書は、同調査団の調査結果等を取りまとめたものであり、今後本プロジェクトの実施に

あたり、広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成26年3月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：コモロ連合 案件名：国立水産学校能力強化プロジェクト 

分野：農林水産－農業－農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：1億1,379万円（2010～2011年度） 

協力期間 （R/D）：2011年3月30日～

2014年10月1日 
先方関係機関：国民教育科学研究省、農業・漁業・環境省 

日本側協力機関：－ 

他の関連協力：－ 

１－１ 協力の背景と概要 

コモロ連合（以下、「コモロ」と記す）はアフリカ南東部の沖合に位置する国土面積約2,236km2

（ほぼ東京と同じ）の島国で、人口は80万人（世銀、2011年）である。統計資料によれば、1人
当たりの国民総所得（Gross National Income：GNI）は770米ドル（世銀、2011年）であり、人間

開発指数（HDI）は0.433と187カ国中163位（UNDP人間開発報告書、2011年）である。 
島嶼国であるコモロにおいて、水産業セクターはGDPの約20％を占める重要産業の1つであり、

労働人口の6%程度、輸出額の5％程度を占めている。火山性の小島嶼国であり、耕作可能地や森

林資源などが非常に限定されている同国では水産資源の利用が沿岸村落部住民の貴重な生計手

段となっている。ところが、国内騒乱の影響によって適切な水産訓練や普及活動が行われていな

い同国では、沖合漁業に関する知識不足に起因する海難事故の頻繁な発生や、整備不良による漁

船、漁具、エンジンなどの稼働率の低下、そして漁獲物の不適切な扱いによる腐敗と棄却量の増

加などさまざまな問題が存在している。 
漁業訓練センター〔現、国立水産学校（Ecole National de la Pêche：ENP）〕は1985年にわが国

の無償資金協力によりコモロ国内唯一の水産分野の人材育成機関として設立され、1990年代まで

個別専門家の派遣が行われていた。しかし、1999年に国内でクーデターが発生し、センターの運

営は中断することとなった。その後、2007年に中央政府とアンジュアン自治島連合政府の対立が

激化したが、2008年4月に中央政府による反政府勢力掃討作戦が行われ、アンジュアン島につい

ては新たに自治島政府大統領を選挙にて選出することにより事態は沈静化した。 
情勢安定後、同センターはコモロ連合政府により2008年に職業訓練機関として格上げされ、国

立水産学校として2009年4月より授業を再開し学生の受入れを行っているが、教材の不足、訓練

カリキュラムの未整備等、学校運営においてさまざまな課題を抱えており、さらに、政情不安の

間、一時的に反政府組織の拠点となった影響もあり、漁業訓練に必要な機材や施設の一部が使用

不能となっているなどの問題がある。 
JICAはTICAD Ⅳ（第4回アフリカ開発会議）フォローアップとしての横浜行動計画実現の観点

から二国間支援再開に向けた支援方針を検討すべく、2009年6月に人間の安全保障プログラム準

備調査を実施した。この結果を踏まえ、コモロ政府は国立水産学校のカリキュラム強化を目的と

した技術協力プロジェクトをわが国に要請し、2011年3月から3年5カ月の計画で、二国間協力再

開後、初の技術協力プロジェクトとして本プロジェクトが開始された。 
プロジェクトはアンジュアン島に位置する国立水産学校を対象としているが、コモロ連合のそ

の他全島（グランコモロ島、モヘリ島）においても漁民訓練を実施している。 
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１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
1．訓練を受けた水産業従事者の所属する漁業組合において、安全かつ資源を有効利用した

漁労活動が行われる。 
2．訓練を終了した水産業従事者の所得が向上する。 
 

（2）プロジェクト目標 
国立水産学校の水産人材育成能力が向上する。 
 

（3）アウトプット 
1）国立水産学校の訓練施設、機材が整備される。 
2）新規参入者及び現役水産業従事者の2つのターゲットグループに対する適切な訓練プロ

グラムが開発される。 
3）国立水産学校の教員が訓練プログラムを実施する十分な能力を習得する。 
4）国立水産学校の組織運営体制が整備される。 
 

（4）投入（評価時点） 
日本側： 

専門家派遣：延べ9名（31.9人月） 
研修員受入れ：本邦研修 計3名、第三国研修 計2名 
機材供与：総額約3,160万円、ローカルコスト負担約1,439万円 

相手国側： 
カウンターパート配置 33名（中間レビュー時） 
土地・施設提供（専門家執務室など） 
プロジェクト運営費：カウンターパート給与、水道・光熱費など 

２．評価調査団の概要 

調査者 総  括：杉山 俊士  JICA国際協力専門員（水産分野） 
評価分析：井田 光泰  合同会社適材適所 
計画管理：小峯 百合恵 JICA農村開発部畑作地帯グループ乾燥畑作地帯課 

調査期間 2012年10月7日～2012年10月27日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果の達成状況 
（1）成果1「国立水産学校の訓練施設、機材が整備される」 

・学校運営上必要となる施設改修については、講義棟・宿泊棟内装工事、照明器具の更新、学

校家具の補充等を現地再委託により実施し、2010年9月に作業を完了した。 
・資機材整備については、これまで製氷機、氷貯蔵庫、自家発電装置、訓練船（9m船、6m

船各2隻）及びエンジン、船台、DCP（浮き漁礁）、車両を導入した。製氷機の稼働は

第2年次に開始され、現在操業テストを実施している。 
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（2）成果2「新規参入者及び現役水産業従事者の2つのターゲットグループに対する適切な

訓練プログラムが開発される」 
・ベースライン調査の実施により国立水産学校が実施するべき訓練ニーズを把握し、2

年課程本科生35名向けの訓練プログラムが予定どおり策定された。 
・現役の水産業従事者に対しては、これまでに4回の漁民訓練〔小型漁船の荒天運用とロ

ープの活用、エンジンオイルの品質、小規模沿岸漁業の漁獲物処理、FRP（Fiber
Reinforced Plastic：繊維強化プラスチック）漁船のメンテナンス〕を実施した。これま

での訓練は、アンジュアン島で実施されたが、公平性の観点からグランコモロ島、モ

ヘリ島においての開催も求められている。他島での開催に関しては、交通機関の不安

定さが大きな制約要因となっている。 
・プロジェクト活動を通じ、海洋安全対策の重要性が高いことが確認されたため、3島を

対象とした海難防止キャンペーンを2012年7月末～8月中旬に実施した。 
・ベースライン調査結果及び二次データの分析から訓練の重点項目を絞り込み、教材の

作成に着手しているが、進捗は遅れ気味である。 
 

（3）成果3「国立水産学校の教員が訓練プログラムを実施する十分な能力を習得する」 
・プロジェクトではこれまでに9回教員研修を実施し〔うち1回は、IT研修（パソコン）、

残りは資源管理や船舶操縦、メンテナンスについて〕、研修後に実施した理解度テスト

では、参加教員の90％が60％以上の得点を獲得するなど、能力向上は進捗している。

他方、講義のない日には出勤しない教員がいるなど教員のモチベーションの低さも指

摘されている。 
 

（4）成果4「国立水産学校の組織運営体制が整備される」 
・国立水産学校では、これまで年間収支計画や学校運営計画を記録として残しておらず、

収支報告書も作成されていない。 
・このような状況が、現状分析と資機材調達の遅れにつながり、本成果の達成自体を遅

らせている。プロジェクトの持続性確保のため、学校運営体制の整備は重要な事項で

あるため、第2年次からは運営管理の専門家を派遣している。 
・事業予算が十分に確保されていないことに起因する財政上の困難、学校運営管理能力

の脆弱性等の課題が生じている。 
 

３－１－２ プロジェクト目標の達成見込み：「国立水産学校の水産人材育成能力が向上する」

各活動はおおむね計画どおりに進展している。したがって、国立水産学校の水産人材育成能

力は順調に向上しており、プロジェクト目標の達成が期待できる。他方で、当初毎年受入れを

予定していた新規参入者の国立水産学校入学が、同校教室や寮の受入可能人数上限の関係から

隔年に変更されているため、最終的に本プロジェクトによる訓練修了者の人数は下方修正され

る見込みである。 
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３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 
コモロにおける水産業の重要性は、資源を活用した生計向上手段として極めて重要な位置

を占めており、水産セクターを支援する妥当性は高い。水産業の従事者（主に漁業）は、人

口の6%（2万4,000人）を占めており、プロジェクトのターゲットとしても十分な規模である。

 
（2）有効性：中程度 

水産学校としての機能は順調に整備されつつある。現行の本科生向け訓練プログラムの改

善と訓練船など新規機材・施設を活用した実習の導入によって、本科生の満足度も非常に高

い。漁民向けの短期訓練コースは効果の検証を経て改善を図る予定。学校運営と教員能力が

まだ弱いため、今後強化すべき課題である。 
 
（3）効率性：中程度 

投入については一部機材調達を除いてほぼ計画どおり。教員が外部研修で不在がちである

ため、教員グループを形成して、効率的な指導を行うといった工夫で対応している。学校運

営についても委員会形式による職員参加型で改善を図っている。プロジェクトサイトがアン

ジュアンにあるため、本省の意思決定者との協議・決定事項のフォローアップなど密なコミ

ュニケーションが不足している。また、他島向けの短期訓練の実施もフライトが不定期など

の理由で開催が難しい。 
 
（4）インパクト（見込み）：中程度 

想定されるインパクトは、①漁獲処理の改善によるロスの低減、②海難事故の減少、③卒

業生や漁民の生計向上・雇用機会の拡大、④水産学校での好事例の職業訓練学校への普及。

このうち、①はかなり長期的なインパクト。②は事故件数の減少ではなく、漁民の防止策向

上効果として発現が期待される。③はプロジェクト期間中に対応策が必要。④はプロジェク

トの成果品の提示、他の職訓校や関係機関・ドナーによる視察を通した実現が期待される。

これらのインパクトは将来的な発現が期待できるものの、短期的な確認は難しく、引き続き

フォローが必要であるため、中間レビューにおける評価は中程度とした。 
 
（5）持続性（見込み）：低い 

複数の教員が同じ教科を教えられるよう体制づくりが進められているため、中核となる教

員が十分な能力を身に付ければ持続性は確保できる。現状では、財政面の持続性は厳しく、

学校運営の必要コスト650万円（給与除く）に対して、50万円程度しか確保できておらず、

不足分はJICAが提供している。EU漁業ライセンス料からの財政支援が必要である。制度面

では政府のスタンダード（職業訓練プログラムの体系、教員資格、授与資格など）が存在し

ないため、学校が導入する卒業証書、教員資格などについては、密に国民教育科学研究省と

雇用省に提示していくことが必要。 
 

３－３ 結 論 

2011年のプロジェクト開始以来、日本人専門家、コモロ側カウンターパート、並びに他の関係
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者は、プロジェクト目標である「国立水産学校の水産人材育成能力が向上する」の達成のために

努力を重ねてきた。 
その結果、2012年の10月中旬から下旬にかけて実施された中間レビュー調査では、プロジェク

トは、国立水産学校の人材育成能力向上に関し、一定程度の成果を上げていることが確認できた。

特に施設の整備はほぼ完了しており、国立水産学校の人材育成環境は格段に改善されている。

しかし一方では、学校運営の財源（配分予算と独自収入）が学校運営に必要なコストを大きく

下回っており、持続発展性における大きなリスク要因となっている。プロジェクトは、ポスター

を作成するなどして既に国立水産学校の周知に力を注いでいるものの、国民教育科学研究省やア

ンジュアン島自治政府など、予算確保に権限をもつ関係者への働きかけをより密にすることが、

今回の調査団から提言された。 
その他、コモロ国内の脆弱な交通・運輸体制や国立水産学校の教員数の制限等が、アンジュア

ン島内外での漁業従事者訓練の円滑な実施の阻害要因となっている。 
結果として、プロジェクトはほぼ計画どおりに進捗しているものの、持続性の確保や一部訓練

の実施に課題が生じている。プロジェクトの後半では、より強固かつ現実的な学校の運営体制の

確立（既存の諮問委員会及び各専門委員会の強化や一年制への移行）と持続性の担保（主要関係

者を巻き込んだ作業委員会の設立）に向けての加速が必要であり、そのためにはプロジェクトチ

ームが、日本側、コモロ側双方の技術的な助言を受けつつ、主体性をもってプロジェクト活動を

行っていくことが望まれる。 
 

３－４ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）入学基準の見直し 
沿岸地域のコミュニティにおいては、水産業は伝統的な生業の手段であり、必要不可欠な

たんぱく質供給源であると同時に、収入創出のための貴重な機会でもある。水産業を欠かし

ては沿岸地域の生活は成り立たなくなってしまう。このような重要な伝統を持続させるため

に、水産業への若い世代の継続的参入が基本であることは明確である。また、現代的な漁具

（FRPボートやエンジン等）も近年徐々に導入されていることから、若い漁業従事者はこう

した漁具の基礎的なメンテナンス及び取り扱いについての知識を身に付ける必要がある。し

たがって、特に沿岸地域出身の漁業従事者の子弟には、漁業についての知識と技術を深める

機会を与えることが重要である。よって、国立水産学校はこれらの漁村出身の漁業従事者子

弟を対象とした選考時に、優先的に受け入れることが必要である。彼らは既に必要最低限の

資機材（ボート、エンジン、フィッシングギア等）を有しているため、卒業後すぐに商業漁

業活動を開始することが期待できる。 
また、水産業、特に海での漁業活動は肉体的、精神的な頑健さを必要とするため、最も困

難な専門業のひとつであるといわれる。つまり、後継者が年長者だった場合、水産業を新し

い産業として開始する確率は徐々に低くなる。この点から、国立水産学校応募者に年齢制限

を設けることも必要である。 
 
（2）本科生訓練期間の短期化 

国立水産学校は、生徒に対して水産業に関する基礎的な訓練を2年間実施している。設備

として有する寮の人数制限の問題から、同校は2年に1度しか新入生を受け入れることができ
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ない。こうした状況は、訓練の機会を大きく減少させると同時に、コストパフォーマンスの

観点からも非効率的である。本プロジェクトによって修正された教育プログラムの内容をか

んがみるに、現在行われている訓練は1年間で修了させることも可能である。これにより、

国立水産学校は裨益者の数を増やすことができる。このように、訓練期間の見直しが強く推

奨される。 
 

（3）卒業生の起業に関連した訓練の導入 
今回の中間レビュー調査において、国立水産学校の卒業生の水産業セクターへの就職率は

極めて低いことが確認された。ひとつの原因として、卒業生が起業に必要な一連の資機材や

元手を手に入れることが難しいということが挙げられる。他方で、AMIE（コモロでマイク

ロファイナンス等を実施している現地NGO）が小規模起業志願者に財政的、運営的支援を提

供しているように、機会は身近に準備されていることが多い。したがって、国立水産学校は

卒業生がこうした機会を最大限に活用できるように、小規模起業に関連した訓練を実施する

ことが重要である。上記AMIEの役員会の代表である商工会議所からも、プロジェクトとの

連携について前向きな回答を得ることができた。商工会議所は研修講師団を有しており、起

業訓練に関する教材もすぐに提供可能である。 
 
（4）分野別訓練の強化 

本中間レビューにおける聞き取り調査によれば、すべての生徒が卒業後に「漁師」となる

ことを希望しているわけではなく、水産加工者や機器整備士への道を志望している者もい

る。コモロには、水産業に関連する多くの職業が存在するため、こうした生徒の実際の要望

に応えるためにも、国立水産学校は卒業生の将来の進路を踏まえ、より専門性に特化した訓

練の実施を検討することが求められている。国立水産学校の学生は、まず初めに概略的な共

通講義を受講し、その後それぞれの選択に応じて講義を受けることが考えられる。 
 
（5）現場レベルの作業委員会の設立 

本プロジェクトの訓練プログラムは、アンジュアン島の現地レベルの活動もいくつか含ん

でいる。これらの活動の円滑な実施のためには、漁業委員会（Commissinariat de la Pesch）
や教育委員会（Comissariate de L’educasion）などの関係現地機関との密接な相談と連携が重

要である。これらの機関と密に連絡をとるために、現地作業委員会の設立が推奨される。本

作業委員会は、プロジェクト実施上の運営課題及び技術課題を解決するための現地の連携体

制として、以下の3つの役割を果たすことが期待される。 
① 関連現地機関に、プロジェクトの進捗と達成状況を連絡する。 
② 現地レベルの運営問題や技術問題を協議しプロジェクトに提議するとともに、必要に

応じて対処法をJCC（合同調整委員会）に提案する。 
③ その他、プロジェクトの円滑な実施に必要と思われる事項を協議する。 

 
（6）学校運営に関する財政基盤強化 

国立水産学校が質の高い訓練を水産業従事者に提供していることで、コモロの食糧安全、

地域の生計の安定化、水産業セクターの発展において非常に重要な役割を果たしているの
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は、関連機関（財務省、国民教育科学研究省、雇用省、農業・漁業・環境省）間での共通認

識である。しかしながら、こうした認識は同校への予算配賦へ適切に反映されておらず、訓

練の実施を抑制しており、事態は深刻である。国立水産学校の活動の持続性を確保するため

に、関連機関が同校への予算配賦を適切に行えるよう最大限に努力することは、喫緊の必要

事項である。 
 

（7）他プロジェクトとの連携 
コモロでは、本プロジェクトと強く関連するプロジェクトが、他ドナーの支援によりいく

つか進行されている。相互効果を生み出すために、本プロジェクトはこれらの他プロジェク

トとの連絡/相談手段を打ち立て、相互補完的な体制をつくることが強く望まれている。 
 
（8）他の職業訓練校との情報共有 

コモロには国立水産学校以外にもいくつかの職業訓練校が存在する。それぞれの学校は、

他校の優良事例や教訓を得ることで学校の運営に生かすことができるため、国立水産学校も

他校との情報共有を活発に行うことが求められる。 
 

３－５ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

本中間レビュー調査時には、特になし。 
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第１章 中間レビューの概要 
 
１－１ プロジェクトの背景 

コモロ連合（以下、「コモロ」と記す）は、アフリカ南東部の沖合に位置する国土面積約2,236km2

（東京都とほぼ同じ）の島国で、人口は80万人（世銀、2011年）である。統計資料によれば、1人
当たりの国民総所得（GNI）は770米ドル（世銀、2011年）であり、人間開発指数（HDI）は0.433
と187カ国中163位（UNDP人間開発報告書、2011年）である。 

島嶼国であるコモロにおいて、水産業セクターはGDPの約20％を占める重要産業の1つであり、

労働人口の6％程度、輸出額の5％程度を占めている。しかし、大多数の漁民が伝統的な小型カヌ

ー（無動力船）で漁を行っているため、漁獲努力が集中する沿岸の水産資源に乱獲傾向が顕著と

なっている一方、沖合の水産資源は十分に活用されていない状況にある。水産資源の持続的利用

のためには、沿岸水産資源の適切な管理並びに漁民の航海・漁労技術の向上による沖合資源の活

用が求められている。 
わが国は1980年以降、水産無償資金協力等を通じ、コモロの漁業振興支援に向けた協力を行っ

ており、なかでも国立水産学校（ENP）については、無償資金協力による学校建設（1983年「漁業

訓練センター建設計画」）ののち、1990年代前半まで専門家を派遣し、漁業技術の向上、動力船に

関する技術の普及、漁獲物の鮮度維持に関する理解と活用を目的として協力を行ってきた。1999
年にコモロで発生したクーデター以降、政情の不安定化により国立水産学校に対する協力は中断

してきたが、政情の安定化により2009年4月より学生の受入れと授業が再開されている。しかし、

長年の政情不安の影響で、多くの機材は使用不能、あるいは盗難により紛失している状況にあり、

カリキュラムの質の低さ、教材の不足、教員の質の低さなど、学校運営においてもさまざまな課

題を抱えている。 
コモロでは2007年に中央政府とアンジュアン自治島連合政府の対立が激化したが、2008年4月に

中央政府による反政府勢力掃討作戦が行われ、アンジュアン島については新たに自治島政府大統

領を選挙にて選出することにより事態は沈静化した。このような政情安定の動き、二国間支援再

開に向けた支援方針を検討すべく、2009年6月にJICAは人間の安全保障プログラム準備調査を実施

した。この結果を踏まえ、コモロ政府は、国立水産学校のカリキュラム策定の支援及び学校運営

強化を目的とした技術協力プロジェクトをわが国に要請し、2011年3月から3年5カ月の計画で本プ

ロジェクトが開始された。 
今般、プロジェクトが協力期間の中間地点を迎えたことから、これまでのプロジェクトの実績

を確認し、後半期間における活動の方向性について検討を行うことを主な目的として、中間レビ

ュー調査団を派遣した。 
 
１－２ プロジェクトの枠組み 

本プロジェクトは、アンジュアン島に設置されている国立水産学校を協力の対象とし、訓練施

設や機材の整備、適切な訓練プログラムの開発、訓練実施や組織運営に対する能力向上等を通じ

て、国立水産学校の水産人材育成能力向上をめざすものである。 
  



 

－2－ 

本プロジェクトの枠組みは次のとおり。 
（1）プロジェクト目標 

国立水産学校の水産人材育成能力が向上する。 
 
（2）成 果 

成果1：国立水産学校の訓練施設、機材が整備される。 
成果2：新規参入者及び現役水産業従事者の2つのターゲットグループに対する適切な訓練プロ

グラムが開発される。 
成果3：国立水産学校の教員が訓練プログラムを実施する十分な能力を習得する。 
成果4：国立水産学校の組織運営体制が整備される。 

 
（3）上位目標 

上位目標1：訓練を受けた水産業従事者の所属する漁業組合において、安全かつ資源を有効利

用した漁労活動が行われる。 
上位目標2：訓練を終了した水産業従事者の所得が向上する。 

 
１－３ 調査の目的 

プロジェクト目標の達成に向けて、これまでの実績と実施プロセスを整理し、コモロ側と進捗

状況・課題に係る認識を共有するとともに、プロジェクト計画の修正やプロジェクト運営体制の

改善についてコモロ側と協議することを目的として、以下のとおり中間レビュー調査を実施する。 
 

（1）プロジェクトの開始から中間時点までの実績と計画達成度をプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画（Plan of Operation：PO）等に基づき

把握し、投入、活動、達成度を確認するとともに、評価5項目の観点から日本側・コモロ

側双方で総合的に評価する。 
 

（2）プロジェクト期間後半の実施を成功させるための課題や問題点を明確にし、今後の方向性

について関係者間で協議し、必要に応じてPDM及びPOの見直しを行う。 
 
（3）以上のレビュー結果についてコモロ側との合意事項として合同評価レポートに取りまとめ

る。 
 

（4）調査方法 

項 目 手 順 

事前準備 

評価グリッド及び現地

調査計画の作成 
プロジェクト作成の事前資料に基づき、評価グリッド・質問票

を作成し、調査項目・情報収集方法を決定する。 
活動・投入実績の取りま

とめ及び活動進捗状況

の把握 

プロジェクト作成の事前資料に基づき、PDMに沿って成果ごと

に活動・投入実績を取りまとめ、成果の達成状況・活動の進捗

状況を整理する。また、事前質問票を作成・送付する。 
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現地調査 

活動実績・成果の確認

（関係者へのインタビ

ュー、サイト視察調査な

ど） 

事前に収集・分析された情報に加え、関係者インタビュー、質

問票回収、現場視察を通して活動実績と達成状況を確認する。

合同評価報告書の作成 事前資料及び現地で確認された実績・成果を取りまとめ、評価

5項目による評価を実施する。また、成果達成の促進要因、阻

害要因を分析し、提言とともに合同評価報告書にまとめ、双方

の団長が署名する。 
合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee： 
JCC）での報告 

合同評価団からJCCに対して、作成した報告書の内容を報告す

る。JCCからのコメントに応じた報告書の修正はせずに、コメ

ントはJCCの議事録として記録する。 
ミニッツ署名 JCCにて協議された重要事項について、合同評価レポートを添

付する形で、国民教育科学研究省次官（プロジェクトマネジャ

ー）と調査団長との間でミニッツの署名を行う。 

帰国後 

帰国報告会の開催 現地調査結果を関係者に報告する。 

調査報告書の作成 調査報告書（和文）を作成する。 

 
１－４ 中間レビューミッションの構成 

（1）日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 杉山 俊士 JICA国際協力専門員（水産分野） 

評価分析 井田 光泰 合同会社適材適所 

計画管理 小峯 百合恵 JICA農村開発部畑作地帯グループ乾燥畑作地帯課 

 
（2）コモロ側 

氏 名 所属・役職 

Mr. Bourhani Nourdine 国民教育科学研究省技術教育総局長 

Mr. El-Aziz 国民教育科学研究省技術教育施設コーディネーター 

Mr. Abdou Chakour 農業・漁業・環境省研究担当者 

Mr. Oirdi Zahir 農業・漁業・環境省アンジュアン地域漁業支局長 

 
１－５ 中間レビューの日程 

2012年10月8日〜24日（付属資料５参照） 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 主な調査項目 

本調査は、2011年7月に改訂されたPDM Version1に基づき、プロジェクトの実績、実施プロセス、

評価5項目に関するレビューを行った。 
本評価調査の実施ステップは以下のとおり。 
① 詳細計画策定調査報告書、進捗報告書など関連文書に基づく、プロジェクトの実績とプロ

セスの確認。 
② プロジェクトの実績やパフォーマンスに関する国立水産学校への質問票の作成と、その回

収。 
③ 関連機関（国民教育科学研究省、農業・漁業・環境省、財務省、アンジュアン自治政府等

のコモロ側機関）、及び国連開発計画（UNDP）、現地NGO等の他開発ドナーへのインタビュー。 
④ 支援機関（カタールが支援する国営水産会社の関係者、EU職業訓練プロジェクト等）への

インタビュー。 
⑤ プロジェクトのカウンターパート（教員と職員）、本科在学生、専門家へのインタビュー。 
⑥ 漁民組合（グランコモロ島、アンジュアン島）へのインタビュー。 
⑦ ①～⑥で得た情報を活用した評価分析の実施（5項目の評価視点は下表のとおり）。 

評価項目 評価の視点 

妥当性 
コモロ政府と受益者のニーズに対するプロジェクトの上位目標とプロジェ

クト目標の整合性・妥当性をみる視点。 

有効性 計画された目標がプロジェクトによってどの程度達成されたかをみる視点。

効率性 
投入に対してどの程度成果が上がったか、どの程度効率的にプロジェクトが

実施されたのかをみる視点。 
インパク

ト 
プロジェクト実施による直接的あるいは間接的なプラス・マイナスのインパ

クトをみる視点。特に、プロジェクトの上位目標への貢献度をみる。 

持続性 
カウンターパート機関によるプロジェクト成果の維持性をみる視点。プロジ

ェクトは実施中のため、技術、財政、組織・体制面の現状に照らして、プロ

ジェクト終了後の自立発展性（見込み）を判断する。 
⑧ 中間レビュー報告書を作成し、関係者との協議を通して改訂した。報告書には、プロジェ

クトのインプット、活動、成果、プロジェクト目標の実績をまとめ、5項目評価を行い、提

言を提示した。 
 

２－２ データ収集方法 

上記の調査項目に関する情報・データ収集は、以下の方法により実施した。 
情報・データ 

収集方法 
目 的 主な情報源 

（1）文献調査 プロジェクトに関連する

政策、及びプロジェクトの

実績に関する確認 

・事前評価資料 
・わが国の対コモロ援助方針 
・プロジェクト進捗報告書（月報等含む）

・その他、プロジェクトの投入・活動・

実績に関する資料と報告書類 
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（2）インタビュー ①プロジェクトの実績・進

捗状況及び実施プロセ

スに関するヒアリング

と確認 

・日本人専門家 
・コモロ側カウンターパート 
・国立水産学校本科生 
・コモロ側行政機関 

②プロジェクトの効果を

最大にするための、周辺

環境に関するヒアリン

グと確認 

・他開発ドナー 
・コモロ側行政機関 

（3）質問票 成果の発現状況、効率性、

インパクト、持続性等に関

する事項の把握 

・日本人専門家及びカウンターパート 

 
２－３ PDMの改訂 

既述のとおり、本調査は2011年7月に改訂されたPDM Version1に基づき進めた。なお、PDMの内

容については、現地調査実施前に日本人専門家側から改訂案の提示があり、その改訂案を考慮し

つつ、プロジェクト活動の進捗状況と今後の予定を現地で確認し、合同レビューチームとしての

改訂案を作成した。それを、2012年10月24日に開催されたJCCに提案し、承認された。PDM改訂案

（Version2）の英語版は、合同評価レポートのAnnex2に示したとおりである。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投 入 

（1）日本側 
1）専門家派遣 

これまでに合計で9名の専門家がプロジェクトに派遣された。2011月3月から2012年9月ま

で累計で39.1M/M1である。指導分野別のM/Mは表－１のとおり。 
 

表－１ 専門家派遣実績 

 指導分野 専門家数 M/M 

1 チーフアドバイザー 4 8.9 

2 訓練施設改善 1 3.0 

3 プログラム開発 1 4.0 

4 漁法（浮き魚礁設置含む） 2 6.8 

5 エンジン/冷蔵機 2 7.7 

6 水産物保存・加工 1 1.1 

7 参加型プログラム開発 1 2.0 

8 援助調整/調達支援 1 2.7 

9 施設管理 1 2.9 

 合 計 14 39.1 

 
2）海外研修 

合計5名の教員が日本とモロッコで研修を受けた。中間レビュー時、3名が研修中であっ

た。 
 

a）本邦研修 

研修名 研修期間 参加者数 

持続的な沿岸漁業 2011/9/26 - 10/13（18日間） 1 

仏語圏アフリカ向け資源管理型漁業 2012/3/4 - 6/17（106日間） 1 

島嶼国水産普及員養成 2012/9/5 – 9/30（26日間） 1 

 
b）第三国研修 

研修名 研修期間 参加者数 

持続可能な沿岸漁業 2012/10/9 - 12/1（54日間） 1 

海洋水産技術研究所での研修 2012/9/23 – 9/30（8日間） 1 

 

                                                        
1 Man/Month（人/月） 
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3）プロジェクト運営費 
日本側はプロジェクト運営費として2,026万円を支出した。主な支出項目は旅費・交通費、燃

料代などの消耗品代、通信費である。 
 

表－２ プロジェクト運営費負担の実績 

日本の会計年度 金額（円） 

2011 14,217,000 

2012  6,043,000 

合 計 20,260,000 

 
4）施設整備と機材供与 

日本側は合計411万6,000円を提供して教室や寮など学校施設の改修を行った。また、製氷機、

冷蔵庫、発電機、給水タンクなど機材、訓練船4隻、教室設備、家具、車両など（3,160万円）

を供与した。 
 

5）その他 
プロジェクト開始後の早い段階で、プロジェクトでは、研修ニーズや研修受講者の現状を把

握するためにベースライン調査を実施した。調査には現地NGOが活用され、分析と報告書作成

は専門家が行った。NGOへの現地再委託費は58万円であった。 
 

（2）コモロ側 
1）カウンターパートの配置 

プロジェクトのカウンターパートは国立水産学校の教員及び職員である。2012年10月時点で、

教員5名と職員27名の合計32名である（付属資料４参照）。 
 

2）施設等の利用 
国立水産学校内の1室を、プロジェクト事務室として利用している。 

 
３－２ 活動実績 

活動計画表に沿った活動実績は付属資料３を参照。 
 

３－３ 成果とプロジェクト目標の達成状況 

PDM（付属資料１）に沿ったプロジェクトの実績と進捗状況は以下のとおりである。 

指 標 達成度 進捗状況 

成果1：国立水産学校の訓練施設、機材が整備される。 

1.1 製氷システムによる氷

の生産が行われ、訓練で

の活用、販売がなされ

る。 

ほぼ完了 
（90％） 

・製氷設備の設置は調達の遅れから約2カ月遅れで

2012年3月に完了した。設備の試運転と教員への

OJTも実施中。2012年7月26日から10月9日までの75
日間で、製氷の売上金額は 38万6,025 KMF（コモ

ロ・フラン、約8万円）で、購入者は累計で112人。
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ほとんどはベーカリーで、これまでのところ水産関

係の利用者は漁師・鮮魚販売2人である。販売価格

は20kg以上購入の場合は1kg当たり50KMF、20kg以
下は75KMFである。 

1.2 訓練船を使用した海上

漁業訓練が訓練プログ

ラムに沿って実施され

る。 

完了 
（100％）

・2012年4月に4隻の訓練船が供与された。3隻につい

ては操船技術などOJTによる教員の研修が実施さ

れ、学生の実習にも利用されている。1隻について

はサプライヤーによるエンジンの供給が遅れたた

め、エンジン待ちの状態にあり、2012年11月に納入

される予定である。 
その他  ・ワークショップ、教室、寮（24ベッド）、給水施設

などが計画どおり修繕された。給水施設など一部に

漏水など学校側で修理可能な問題は若干あるが、他

の施設は問題なく活用されている。 
・2012年6月、訓練用に6基の浮き魚礁が設置される予

定である。 
・水産加工の研修用に5基の温薫用薫製窯が設置され

た。 
成果2：新規参入者及び現役水産業従事者の2つのターゲットグループに対する適切な訓練プロ

グラムが開発される。 
2.1 新規参入予定者向け訓

練プログラム1コース、

現役水産業従事者向け

短期訓練プログラム1コ
ース以上が開発される。 

実施中 ・漁民ニーズを把握するためのベースライン調査及び

既存研修プログラムのレビューが実施された。これ

らの結果と本科生の能力アセスメントの結果に基づ

き、2012/2013期入学生から新規の研修プログラムが

導入される予定である。 
・ベースライン調査の結果に基づき、漁民向け短期訓

練プログラムが開発され、JCCで内容が承認された。

これまでに、トピック別（「機関」「エンジンメンテ

ナンス」「海難事故防止」「水産物ハンドリング」）に

4つの訓練コースが実施された。参加者数はそれぞれ

18名、18名、11名、11 名であった。教員を中心に、

訓練後の受講者に対するフォローアップが実施され

る予定である。 
2.2 各訓練モジュールにつ

いての実施ガイドライ

ン、教科書、教材が各プ

ログラム10 点以上整備

される。 

実施中 
（50％） 
 

・訓練プログラムの実施ガイドラインは作成中で、現

行プログラムのレビューを通して、2013年6月（次

年度プログラムの募集まで）に完成させる予定であ

る。 
・教材は順次改訂中。機関・造船・冷凍機で3編、漁

業（技術、航海、海洋生物、海洋学、海難事故防止

で5編、加工は、漁獲物保持、水産加工で2編）、そ

の他に、救急、衛生、機関実習、加工実習、海洋実

習、模擬起業実習・マーケティングなど作成する。

また、資源管理・生活改善についてはどうするかま

だ検討中。魚類図鑑も作成予定。 
その他  ・プロジェクトのターゲットである漁民の現状把握と

研修ニーズを把握するためにベースライン調査が実
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施された。フィールド調査は現地NGOに委託し、調

査結果の分析、報告書はプロジェクトが行った。 
・3島を対象に海難防止キャンペーンを実施し、デモ

ンストレーション、マスコミを通した啓発キャンペ

ーン、Tシャツ配布などを行った。 

成果3：国立水産学校の教員が訓練プログラムを実施する十分な能力を習得する。 

3.1 教員研修（講義系モジュ

ール、実習系モジュー

ル）が計15回実施され、

研修終了後の理解度テ

ストで平均60点以上を

獲得する。 

実施中 
（40％） 
 

・これまでに職員研修会を7回開催し、研修会のあと

に理解度テストを実施した。平均して、9割の教員

が60％以上の点数を取っている。 

3.2 教員活動のモニタリン

グ及び評価により、在籍

する教員の 6割以上が

「十分なレベルの訓練

が独自で運営できる」の

評価を受ける。 

実施中 ・核となる教員は1〜2つのモジュールについて、少な

くとも9割以上、その他の教員については、6割以上、

取ることが期待されている。2014年の早い段階（終

了時評価前）に最終テストを行う予定。 

成果4：国立水産学校の組織運営体制が整備される。 

4.1 年間収支計画を含む学

校経営計画が3年度分立

案される。 

実施中 ・学校のマネジメントについては、製氷機管理委員会、

図書委員会など学内に管理委員会を設置した。学校

全体の管理運営を行うために学校諮問委員会を設置

して、教員・職員参加による学校運営の改善を図っ

ている。 
・製氷設備や訓練船を導入後、項目別に現状での学校

全体の運営コストの把握と、必要コストの見込みが

可能となった。 
・収入の見込みについては、製氷販売を実際に数カ月

間行ったうえで行う予定である。その他の学校によ

る収益活動と配分予算も含めて、収入見込みを確定

する予定である。 
4.2 収支報告書が3年度作成

される。 
実施中 ・2013年8月までに2012年度分、2014年8月に2013年度

分、2年間分の収支報告書が作成される予定である。

プロジェクト目標：国立水産学校の水産人材育成能力が向上する。 

プロジェクトにより開発さ

れた教材、教科書等を活用

した訓練が3学年度実施さ

れる。 

実施中 ・中間レビュー調査で、教員と本科生に訓練プログラ

ムについてヒアリングを行ったところ、非常に高い

評価を得た（ヒアリングに参加した31名の学生中、

30名が非常に満足と回答した）。高い評価の主な理

由として、実践的な訓練プログラムになっているこ

と、導入された訓練船など機材が訓練に活用されて

いることを挙げている。 
プロジェクト実施期間中

に、累計80名の学生が2年制

の新規参入予定者向け訓練

実施中 ・2011年入学本科生35名中、31名が2013年に卒業見込

みである（4名が興味を失うなどして退学）。 
・本科生向け宿泊施設の収容可能人員は24名であり、
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プログラムを修了する。 クラスの規模からも、適正な学生数は24名程度と見

込まれる。このため、現在、学校は隔年で学生を受

け入れている。したがって、プロジェクト期間中に

80名の卒業は現実的な目標値ではなく、以下の2つ
の代替値が想定できる。①今後、2年間のプログラ

ムを維持した場合、プロジェクト期間中の卒業生数

は31名、②2年のプログラムを現在検討されている

ように1年間に短縮・効率化した場合は、現行の31
名に新規本科生30名程度（24名と若干の退学者を見

込み）を加えた61名となる。 
プロジェクト実施期間中

に、累計180名の現役水産業

従事者が短期訓練プログラ

ムを修了する。 

実施中 
（32％） 

・これまでに、58名の漁民が短期訓練コースに参加し

た（成果2.1参照）。他の島での訓練コースは今後実

施予定である。短期訓練コースの成果についてのモ

ニタリングは教員を中心に取り組まれる予定であ

る。 

その他プロジェクトの成果品 

・コモロの主要魚類ポスター（300部） 
・海難事故防止掲示板（1カ所） 
・プロジェクト紹介パンフレット（英語版100部） 
・プロジェクト紹介パンフレット（フランス語版300部） 
・海難事故防止ポスター（300部） 
・海上安全Tシャツ（1,000枚） 
・学校紹介写真パネル 
 

３－４ 実施プロセス 

・国立水産学校は2009年まで職業訓練を提供する機能をほとんど失っていたため、プロジェクト

では、まず、学校の訓練施設の改修と訓練機材の設置から開始する必要があった。1年目は製氷

設備や訓練船の調達・設置など訓練プログラム開始に必要な準備が活動の優先課題であった。

他方、訓練プログラムについては、2009/2011年度の本科生向けのプログラムが実施中であった

ため、プロジェクトでは、既存プログラムの改善と教員研修に焦点を当てて支援を行った。プ

ロジェクトの2・3年次では、継続中の教員研修に加えて、学校経営（特に財政面）強化、カリ

キュラム改善、教材開発が中心的課題となる。 
・プロジェクトの初期段階では、プロジェクトのターゲットである漁民・コミュニティについて

詳細なベースライン調査を実施した。調査結果は訓練モジュールと教材開発などに活用されて

いる。 
・2009/2011期卒業生の進路状況を調査したところ、水産分野で就業した学生はわずか2名であった

ため、卒後進路についての活動の必要性についての認識が高まった。また、財政状況の把握が

進むにつれて、学校の財務状況改善の重要性についても認識が進んだ。卒後進路については、

入学時の資格要件のなかに、漁業従事者の子弟枠を設けること、訓練プログラムに起業・マー

ケティングについての科目を追加して卒後の起業化を促すことなどが検討されている。財政面

については、国民教育科学研究省と農業・漁業・環境省への財政支援の要請以外に、製氷販売、

外部者への会議室などの会場貸与といった独自財源の確保に努めている。また、専門家が現行

訓練プログラムを見直した結果、2年間のプログラムを1年間に短縮することが可能との判断に
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基づき、1年間のプログラムに改編し、人材育成の効率を高めることが検討されている。 
・JCCはこれまでに6回、頻繁に開催されており、プロジェクトの方針からオペレーションレベル

（学校運営、カリキュラム内容など）まで議題となっている。学校レベルでは、専門家とカウ

ンターパート間でほぼ毎日ミーティングが開催されている。 
・協議議事録（Record of Discussion：R/D）で示されたPDM（バージョン0）は、第2回目のJCCで

バージョン1に改訂された。主な変更点は指標で「教員が理解度テストでXX％以上のスコアをと

る」「XX回の教員研修が実施される」といった目標値を設定したことである。現行PDMは上位

目標とプロジェクト目標との乖離や関連性があるため、中間レビューでの見直しがプロジェク

ト側から要請された。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 妥当性 

妥当性は高い。 
・コモロの「貧困削減成長戦略ペーパー（Poverty Reduction and Growth Strategy Paper：PRGSP）に

よれば、コモロの経済において水産業は極めて重要で、GDPの約20％、総輸出額の5％を占めて

いる。このため、水産業への支援は妥当性が高いといえる。 
・また、同戦略ペーパーでは、人口の44.8％を占める貧困層への支援策として、職業訓練を通して、

若年層に収入・生計向上の機会を提供することが中心戦略の1つとして示されていることから、

職業訓練の強化という視点からもプロジェクトのアプローチは妥当である。 
・本プロジェクトのターゲット（受益者）である水産業従事者は労働人口の6％（約2万4,000人）

を占めることから、ターゲットの規模も適正である。 
 

４－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は中程度。 
・コモロには5つの職業訓練校（1校は計画中）があるが、いずれも十分な質の職業訓練を提供で

きないために雇用機会も限定的である。本プロジェクトに期待される事業効果のひとつは、コ

モロにおいて優良な職業訓練校を確立することである。そのためには、卒後のキャリア形成に

有効な訓練プログラムを提供できるようになることが求められる。有効な訓練プログラムには、

実践的な訓練モジュール、教育・学習教材、質の高い教員が必要である。現段階では、導入し

た設備・機材を活用した実習の導入など現行モジュールの改善が進んでおり、本科生の評価も

高い。学習教材についても各モジュールについて教材開発が進んでいる。プロジェクト終了ま

でに漁労者ニーズに沿った実践的なプログラムが整備できると判断される。他方、学校経営に

ついてはまだシステマティックな体制が定着していない。また、訓練プログラムを実施するた

めの教員育成も途上にあり、今後強化すべき課題といえる。 
・短期訓練コースの設定はもうひとつの期待される事業効果である。農業・漁業・環境省が漁民

への普及を行う力がないなかで、学校が研修プロバイダーとして普及活動を担うことができれ

ば、農業・漁業・環境省の普及部門の機能を確立する意味をもつ。 
 

４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度。 
・専門家派遣など投入はほぼ計画どおり。ただし、一部機材調達については、現地のサプライヤ

ーが十分な能力をもっていないため、時間がかかり、訓練船のエンジンなど数カ月の遅れが生

じた。 
・学校には7名の教員が配置されているが、本邦・第三国研修等に参加するため、専門家派遣期間

にカウンターパートが参加できないことがあるといった投入のミスマッチが生じた。対応策と

して、教員が複数の教科を教えられるように教員グループを形成し、専門家が指導にあたった。

また、機材メンテ担当職員がエンジンのメンテナンスを教えるなど、一部の教科については職

員も活用することとした。正規職員を効率的に活用することで、契約ベースの教員を減らすこ

とができ、経費削減につながった（プロジェクト開始前、学校経費の5割は契約教員・職員の給
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与に使われていた）。また、グループで新しい教科を学ぶことは、教員・職員の知的興味を喚起

し、動機づけとなった。 
・現在、コモロには専門性に関する教育・資格水準がないため、教員の能力レベルに大きな差が

ある。これは教員育成の観点から非常に時間と労力を要するという意味で非効率かつ時間のか

かる業務となる。 
・学校では製氷設備の運営委員会、図書委員会、学校運営全体に関する諮問委員会など、システ

マティックな運営体制づくりに努めている。教員・職員もこうした委員会に参加することで、

組織運営に必要なチームワークや規範の向上も意図していた。職員へのインタビューでは、参

加型による学校運営によって、教員・職員間の協調と共通理解が進み、プロジェクト活動の促

進にプラスの効果を与えていると回答している。 
・プロジェクトサイトはアンジュアンで、国民教育科学研究省や農業・漁業・環境省など中央政

府の関連機関は本島にあるため、政策や予算面について十分協議したり、JCCでの決定事項のフ

ォローアップを行ううえでコミュニケーションが進まないという課題がある。また、フライト

のキャンセルが頻繁に生じるため、これまで、他島での短期研修は企画したが、実施できてい

ないなど、効率的な活動が一部難しい状態にある。 
 

４－４ インパクト 

プロジェクトのインパクトは中程度。 
・プロジェクト関係者との協議と漁民などへのインタビューに基づき、本プロジェクトにより期

待される主要インパクトは次のように想定される。 
① 鮮魚処理の技術向上による漁獲ロスの低減 
② 海難事故件数の低減 
③ 卒業生や研修受講者の雇用・収入機会の拡大 
④ システマティックな学校運営、実践的な訓練プログラムの開発、教員研修の取り組みなど、

本プロジェクトの成果の他の職業訓練校への普及 
①と②は本プロジェクトの本科生向けプログラムと漁民向け短期訓練コース両方の訓練項目に

含まれており、将来的なインパクトが期待される。ただし、今回漁民へのインタビューによれば、

クーラーボックスなどで氷保存した魚とそうでない魚で売り値にほとんど違いがないなど、現状

では、品質の違いが魚値に反映されない市場環境にある。したがって、このインパクトは短期的

に発現されることは期待できない。 
②もプロジェクトで積極的に取り上げている課題である。ベースライン調査結果からも、コモ

ロでは海難事故が非常に多いことが明らかになっている（例えばインタビューした2漁村では、年

間4〜5件発生しているという）。しかし、海難事故の発生件数や死亡者数といった統計はとられて

おらず、件数の増減を把握することは難しい。また、天候など事故の要因は多様で、たとえ件数

の増減が推定できても、プロジェクトによる貢献度を把握することはできない。プロジェクトに

よるインパクトとして想定できるインパクトとしては、訓練による漁民の安全意識と知識の向上

や具体的な行動変化（ロープ、アンカー、櫂、保存食の携帯、出船前のエンジンチェックなど）

を挙げることができる。短期訓練コースのフォローアップ等でそうした訓練の成果が生まれてい

るか確認する必要がある。 
③は職業訓練校として当然重要なインパクトである。現状では、2009/2011 期の本科生28名中、
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水産業に従事した卒業生はわずか2名であり、水産業への貢献は限定的である。コモロでは、起業

文化は希薄で、漁船など初期投資に必要なクレジットへのアクセスが難しいため、貧困世帯の子

弟が漁業で起業することは難しいのが現状である。プロジェクト及びJCCメンバーもこの課題の重

要性は認識しており、３－４節で示したような措置をとることを検討している。 
④は短期的なインパクト発現が期待される。国内でドナーによる集中的な技術支援を受けてい

るのは国立水産学校だけであり、プロジェクトによって大幅に学校の能力強化が期待される。こ

のため、同校の成果を他の職業訓練校に普及することは可能と思われる。そのためには、職業訓

練校の関係者、他ドナー・プロジェクトによる学校の視察を促したり、普及のための文書化を行

うといった仕掛けが必要である。 
その他のインパクトとして、同校で育成された教員が、国内や周辺国での研修講師などとして

活躍することも期待される。 
 

４－５ 持続性 

プロジェクトの持続性は低い。 
・制度面の持続性を判断することは困難である。現在、コモロでは職業訓練の実施に関する法制

度やガイドライン、専門性に関する教育・資格水準などが整備されていない。このため、学校

の裁量幅が非常に広く、自由度が高い点はメリットで、学校が改善策を進めることが可能であ

る。一方で、雇用省、国民教育科学研究省、EUプロジェクトなどと密に協議して、国の制度や

基準整備の方向性に注視する必要がある。 
・教員の離職率は低く、人材面の持続性に大きなリスク要因は認められない。しかし、プロジェ

クト開始前の状況（教員のモチベーションは低く、クラスがないと出勤しないなど）から、プ

ロジェクト後、どのように教員を動機づけ、規範を高めるか、検討は必要である。 
・1人の教員が複数の教科を教えることができるようにしたり、グループベースでの教員研修が導

入されており、技術面の持続性は比較的高いと判断される。重要なポイントは、まず、中核と

なる教員の能力を十分に付加することである。 
・財政面の持続性は低い。プロジェクトで学校運営に必要な経費を把握したところ、正規職員の

給与を除き、3,100万KMF （約650万円）ほど必要であることが分かった（最も大きな負担は燃

料代1,400万KMF、電気代900万KMF）2。しかし、2011年度をみると、歳入は227万KMF（約47
万円）ほどで、必要経費の一部を負担できるにすぎず、不足分をJICAが負担しているという現

状である。学校では、製氷販売や会場貸し出しなどで収入確保を図っているが、不足分を補填

するほどの収入を得ることはできない。製氷機の稼働以降、2.5カ月間の氷売り上げは38万KMF
（約8万円）であった。 

  

                                                        
2 このなかには、浮き魚礁（Fish Aggregation Devices：FADs）の設置費なども含まれるため、純粋に学校運営に必要な経費は3,100万

KMFを下回ると思われるが、大幅な歳入不足であることに変わりはない。 
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表－３ 学校の収入 

（単位：KMF） 

収入内訳 2009年度 2010年度 2011年度 

 0  

国民教育科学研究省予算配分（給与支給） 28,003,128 28,003,128

その他の歳入 2,786,000 2,271,000

・EU漁業ライセンス料補助金 2,000,000 1,313,500

・会議会場貸し出しによる収入 568,500 180,000

・授業料 217,500 777,500

合 計 30,789,128 32,416,528

出所：国立水産学校 

 
・2012年6月に政府と学生間の協議が行われ、2012年度について授業料を免除することが約束され

た（この措置がいつまで続くかは不明）。このため、学校は徴収した授業料を返還する必要があ

るが、まだ政府からその分の予算措置がなされていない。さらに、2013年以降の状況も不透明

なため、リスク要因となる可能性がある。 
 

４－６ 結 論 

コモロにおける水産業の重要性と水産業従事者の規模から、プロジェクトの妥当性は高いと判

断される。プロジェクトの有効性は中程度である。プロジェクトに期待される事業効果は、コモ

ロにおいて十分な職業訓練の機能を備えた学校を確立することと、短期訓練という形で漁民へ技

術普及できる仕組みを確立することである。現在、訓練プログラムの改善が進められており、今

後、教材開発と継続的な教員研修を通して、本科生向け訓練プログラムと漁民向けの訓練プログ

ラムが確立できる予定である。 
プロジェクトの効率性は中程度で、投入はおおむね計画どおりで、投入に見合う成果が生まれ

ている。学校内のコミュニケーションは十分とられているが、外部の関係者（特に意思決定機関）

などとの密な連携が今後の課題である。また、他の2島での効率的な短期訓練の実施も今後必要な

取り組みとなっている。 
インパクトの見込みは中程度である。漁民による海難事故防止のための行動様式の変化や安全

意識の向上、本プロジェクトによる良事例の他の職業訓練校への普及といったインパクト発現の

可能性は高い。 
他方、現状では卒業生の進路として水産業への参入が少ないため、経済面あるいは技術面で水

産業へのインパクトは限定的である。 
学校運営の財源（配分予算と独自収入）が学校運営に必要なコストを大きく下回っている点が、

持続性における大きなリスク要因となっている。人材面、技術面ではある程度の持続性が確保で

きると判断される。 
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第５章 提 言 
 

（1）入学基準の見直し 
沿岸地域のコミュニティにおいては、水産業は伝統的な生業の手段であり、必要不可欠なた

んぱく質供給源であると同時に、収入創出のための貴重な機会でもある。水産業を欠かしては

沿岸地域の生活は成り立たなくなってしまう。このような重要な伝統を持続させるために、水

産業への若い世代の継続的参入が基本であることは明確である。また、現代的な漁具〔繊維強

化プラスチック（FRP）ボートやエンジン等〕も近年徐々に導入されていることから、若い漁業

従事者はこうした漁具の基礎的なメンテナンス及び取り扱いについての知識を身に付ける必要

がある。したがって、特に沿岸地域出身の漁業従事者の子弟には、漁業についての知識と技術

を深める機会を与えることが重要である。よって、国立水産学校はこれらの漁村出身の漁業従

事者子弟を対象とした選考時に、優先的に受け入れることが必要である。彼らは既に必要最低

限の資機材（ボート、エンジン、フィッシングギア等）を有しているため、卒業後すぐに商業

漁業活動を開始することが期待できる。 
また、水産業、特に海での漁業活動は肉体的、精神的な頑健さを必要とするため、最も困難

な専門業のひとつであるといわれる。つまり、後継者が年長者だった場合、水産業を新しい産

業として開始する確率は徐々に低くなる。この点から、国立水産学校応募者に年齢制限を設け

ることも必要である。 
 

（2）本科生訓練期間の短期化 
国立水産学校は、生徒に対して水産業に関する基礎的な訓練を2年間実施している。設備とし

て有する寮の人数制限の問題から、同校は2年に1度しか新入生を受け入れることができない。

こうした状況は、訓練の機会を大きく減少させると同時に、コストパフォーマンスの観点から

も非効率的である。本プロジェクトによって修正された教育プログラムの内容をかんがみるに、

現在行われている訓練は1年間で修了させることも可能である。これにより、国立水産学校は裨

益者の数を増やすことができる。このように、訓練期間の見直しが強く推奨される。 
 

（3）卒業生の起業に関連した訓練の導入 
今回の中間レビュー調査において、国立水産学校の卒業生の水産業セクターへの就職率は極

めて低いことが確認された。ひとつの原因として、卒業生が起業に必要な一連の資機材や元手

を手に入れることが難しいということが挙げられる。他方で、AMIE（コモロでマイクロファイ

ナンス等を実施している現地NGO）が小規模起業志願者に財政的、運営的支援を提供している

ように、機会は身近に準備されていることが多い。したがって、国立水産学校は卒業生がこう

した機会を最大限に活用できるように、小規模起業に関連した訓練を実施することが重要であ

る。上記AMIEの役員会の代表である商工会議所からも、プロジェクトとの連携について前向き

な回答を得ることができた。商工会議所は研修講師団を有しており、起業訓練に関する教材も

すぐに提供可能である。 
 

（4）分野別訓練の強化 
本中間レビューにおける聞き取り調査によれば、すべての生徒が卒業後に「漁師」となるこ
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とを希望しているわけではなく、水産加工者や機器整備士への道を志望している者もいる。コ

モロには、水産業に関連する多くの職業が存在するため、こうした生徒の実際の要望に応える

ためにも、国立水産学校は卒業生の将来の進路を踏まえ、より専門性に特化した訓練の実施を

検討することが求められている。国立水産学校の学生は、まず初めに概略的な共通講義を受講

し、その後それぞれの選択に応じて講義を受けることが考えられる。 
 

（5）現場レベルの作業委員会の設立 
本プロジェクトの訓練プログラムは、アンジュアン島の現地レベルの活動もいくつか含んで

いる。これらの活動の円滑な実施のためには、漁業委員会（Commissinariat de la Pesch）や教育

委員会（Comissariate de L’ educasion）などの関係現地機関との密接な相談と連携が重要である。

これらの機関と密に連絡をとるために、現地作業委員会の設立が推奨される。本作業委員会は、

プロジェクト実施上の運営課題及び技術課題を解決するための現地の連携体制として、以下の3
つの役割を果たすことが期待される。 

① 関連現地機関に、プロジェクトの進捗と達成状況を連絡する。 
② 現地レベルの運営問題や技術問題を協議しプロジェクトに提議するとともに、必要に応

じて対処法をJCCに提案する。 
③ その他、プロジェクトの円滑な実施に必要と思われる事項を協議する。 
 

（6）学校運営に関する財政基盤強化 
国立水産学校が質の高い訓練を水産業従事者に提供していることで、コモロの食糧安全、地

域の生計の安定化、水産業セクターの発展において非常に重要な役割を果たしているのは、関

連機関（財務省、国民教育科学研究省、雇用省、農業・漁業・環境省）間での共通認識である。

しかしながら、こうした認識は同校への予算配賦へ適切に反映されておらず、訓練の実施を抑

制しており、事態は深刻である。国立水産学校の活動の持続性を確保するために、関連機関が

同校への予算配賦を適切に行えるよう最大限に努力することは、喫緊の必要事項である。 
 

（7）他プロジェクトとの連携 
コモロでは、本プロジェクトと強く関連するプロジェクトが、他ドナーの支援によりいくつ

か進行されている。相互効果を生み出すために、本プロジェクトはこれらの他プロジェクトと

の連絡/相談手段を打ち立て、相互補完的な体制をつくることが強く望まれている。 
 

（8）他の職業訓練校との情報共有 
コモロには国立水産学校以外にもいくつかの職業訓練校が存在する。それぞれの学校は、他

校の優良事例や教訓を得ることで学校の運営に生かすことができるため、国立水産学校も他校

との情報共有を活発に行うことが求められる。 
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